
計画書等の記入例（記載要領） 

 

 

 

 

 

 

 

「本社所在地（主たる事業所）」を所管する経済産業
局の申請フォームかご確認ください（誤って申請した
場合、再度申請が必要となります）。 

「業種」には、本補助事業の業種（産業大分類）をプ
ルダウンから選択してください。ただし、業種が製造
業の場合、産業中分類についてもプルダウンから選択
してください。 

「主たる事業の実施場所」が「本社所在地」と同一の
場合でも、同一の内容を記載してください（「同上」
とは記載しないでください）。 



 

必ず「交付決定日から開始」を選択してください。 

何も記入しないでください。 
事業終了日を記入してください。 
原則は 2022/3/31となります。（最長 2022/3/31）。 

「『別紙２―１』➀配分経費内訳」の合計欄に記載した金額を転記してください。 



 
 

 

以下の項目は、該当するファイルを添付してください。 

ファイルを添付する場合は、PDF形式に変換してください（印刷したものをPDF化するのではなく、ワード

データやエクセルデータをPDF形式で出力してください）。 

 

 
 

活用する支援パートナーを記載してください（支援パートナー一覧を参照し、正
確に転記してください）。 
複数の支援パートナーを活用する場合、最も事業と関わりの深い１社を選択して
ください。 

進出先、商材、販路開拓の手法を簡潔に記載してください。 
（例）北米に向けに自社で製造開発した○○の海外展開を目指す。その際、現地
のクラウドファンディングを活用してテストマーケティングを行うことで、製品
の改良も併せて行う。 

２年分をＰＤＦファイルを１つのファイルに統合してください。 

共同で事業を実施する場合は必須です。 



(様式1) 
 

ＪＡＰＡＮブランド育成支援等事業 

補助事業計画書 

 

代表申請者名 ○○ ○○ 

支援パートナー番号 000 支援パートナー名 株式会社□□□□ 

 

事業内容 

(※外部有識者等による審査時の判断材料として用います。審査にあたっては、事業を行った後の成果

見込みについて、定量的な記載がされているかという点も重要なポイントとなります。また、公募要

領の審査項目もご参照ください。) 
①市場獲得を目指す地域又は国 
本事業における市場獲得を目指す地域又は国を記載してください。 
②事業をめぐる環境及びその分析 
自社の置かれている環境や現状について記載してください。また、活用しようとする素材や技術等の

可能性について簡潔に記載してください。 
市場開拓段階の事業であれば、販路の拡大、外需の獲得を行おうとする市場の現状・課題を簡潔に記

載してください。 
③これまでの取り組み内容 
実施プロジェクトと関連のある商品や技術の開発、販路開拓、ブランド育成・確立に向けた過去の取

組・実績等を記入してください。 
また、国等から補助金又は委託費等の交付を受けた実績（過去５年間）がある場合には、時期・金

額・成果等について明確に記入してください。 
過去に、地域産業資源活用事業、農商工等連携事業、小売業者等連携支援事業、ＪＡＰＡＮブランド

育成支援事業を受給している場合、当該事業の取組の成果（アウトカム）についても明確に記入して

ください。 
【例】 
※成果：○○を開発し、３つの展示会に出展したところ、○○○のバイヤーとの売買契約が成立し、

現在に至るまで継続的な取引を実施。これまでに○円の売り上げを上げている。A国では……により○

○への需要が高まっており、～～～～だったことが成約の要因であったと考えている。 
※反省：○○開発し、３つの展示会に出展したところ、A国、B国、C国等の５件のバイヤーから引き

合いがあり、商談に進んだが、いずれも契約合意には至らず、売り上げは立たなかった。要因とし

て、先方の求める～～～～とロットや規格が適応せず、～～～～であったことが挙げられる。今回の

事業では、～～～～に取り組むことで上記の問題点を解決している。 
④事業計画 
・目標 
・事業計画 
・売上目標 
今年度の事業において達成すべき目標を定性的・定量的に記入してください。 
当該目標を達成するために、今年度予定している事業内容や売上目標等について具体的に記入してく

ださい。なお、本事業を過去に１回以上活用している計画については、過去の取組と、どの点が違う

支援パートナー一覧に記載されている 
・番号 
・支援パートナー名 
を正確に記載してください。 
 



のかについても具体的に記入してください。 
また、申請者の財務状況が債務超過の場合には、財務状況にも言及した上で、事業計画を作成くださ

い。 
⑤プロジェクトの中長期的な目標と次年度以降の事業計画 
現時点で想定しているプロジェクトの中長期的な（補助事業終了後含む）目標と、それを達成するた

めの次年度以降の取組について記入してください。 

 
 
 
事業実施スケジュール 

(※補助事業期間（交付決定日～令和4年3月末日）のスケジュールを記載してください。) 

 
 
 

  実施項目 補助事業期間 

○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 

○○の調査           
○○の検討           

事業実施体制 

本事業における組織体制の概要を図等で示してください。また、プロジェクト参加事業者を「別紙１」に

記入してください。（設置する委員会、参画する事業者、外部専門家（プロデューサー、デザイナー）、事

業委託先、関係者（地方自治体））等参加予定者の関係・役割を示してください。） 
専門的な知見を有する外部専門家、越境ＥＣ、クラウドファンディング等の民間支援事業者、地域商社等

の商流を有する者と協力した場合は、図等で示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

・○○株式会社 

（代表補助事業者） 

・△△株式会社 

（参画補助事業者） 

 

外部専門家（プロデュー
サー、デザイナー） 

○○株式会社（地域商社） 
○○事業者（家具製造業）等 
○○株式会社(EC 事業者) 

○○委員会（○○プロジェ

クト実施のため、勉強会開

催） 

○○協同組合 

○○市 
○○県 

協力 

支援 招聘 

設置 

協力 



(別表) 
 

補助事業の参加者 

 
1． 参画補助事業者 

【代表申請者以外の参画補助事業者：２者】 

名称：△△株式会社 代表者役職氏名：代表取締役△△ △△ 

住所：△△県△△市△△町△―△―△ 

法人番号：△△△ 業種：食料品製造業（産業中分類で記載） 

担当者名：△△ △△ 電話番号：００００－００－００００ 

資本金(出資金) △△千円  職員数 △△人 地域未来牽引企業 ○ 

 

名称：□□株式会社 代表者役職氏名：代表取締役□□ □□ 

住所：□□県□□市□□町□―□―□ 

法人番号：□□□ 業種：飲食料品卸売業（産業中分類で記載） 

担当者名：□□ □□ 電話番号：００００－００－００００ 

資本金(出資金) △△千円  職員数 □□人 地域未来牽引企業 ― 

 

2． 外部専門家・支援機関・その他事業のサポートを行う民間企業等 

氏 名 所属・役職 専門分野・役割・選定理由等 

○○ ×× (有)◇◇工房代表取締役 地域活性化に関する専門家 
事業推進プロデューサー 
△△に関しての経験を豊富に有して

おり、○○に関する知見を有している

ことから、本プロジェクトを総轄する

プロデューサーとして選定 
◇◇ △△ ◇◇デザイン事務所代表 工業デザイナー 

××に関しての経験も豊富であり、本

プロジェクトのデザイナーとして適

しているため選定 
専門家が未定な場合は、その旨記載するとともに、どの分野の専門家を活用したいのかなど分かる範

囲で記入してください。 

 
3． 委員会委員 

 

氏 名 所属・役職 専門分野・役割・選定理由等 

◎◎ ☆☆ (株)○○代表取締役 ××に関しての経験も豊富であるた

め、今後のプロジェクトの進むべき方

向性等に関して助言を得るため委員会

委員として選定 

jGrantの「事業計画」で記載した以外の支援パートナーや、

支援パートナー以外の外部専門化等を活用する場合はこち

らに記載してください。支援パートナーを再度記載する必

要はありません。 



(別紙2－1) 
経費明細表 

①経費配分内訳(単位：円)  

経費区分 
補助事業に要する経費 

(税込) 
補助対象経費 
(税込・税抜) 

補助率 
交付申請額 

(税込・税抜) 

事業費 
4,500,000 4,500,000 2/3 3,000,000 

4,000,000 4,000,000 1/2 2,000,000 

合 計 8,500,000 8,500,000  5,000,000 

 
 ②資金調達内訳(単位：円) 

 
 ③補助金相当額の手当方法(単位：円) 

 
 ④次年度の資金調達内訳(単位：円) 

※ 次年度以降も事業を継続するにあたり、必要となる経費や資金調達先の見込みがある場合は記載し

てください。 
 
⑤補助事業の経理担当者の役職名・氏名 

経理部長 ○○ ○○ 

区分 補助事業に要する経費 資金の調達先 

自己資金 2,500,000  
借入金 1,000,000 △△銀行○○支店、□□銀行☆☆支店 

補助金 5,000,000  
その他 0  

合計額 8,500,000  

区分 補助金相当額 資金の調達先 

自己資金 3,000,000  
借入金 2,000,000 △△銀行○○支店 

その他   

合計額 5,000,000  

区分 事業に要する経費 資金の調達先 

自己資金 3,500,000  
借入金 6,000,000 △△銀行○○支店 

その他 500,000 ◇◇県補助金 

合計額 10,000,000  



(別紙 3) 

 
（１）役員名簿                    （令和  ３年  ７月  １日現在） 

氏名 会社名 役職名 
他社の役員又は職員を 

兼ねている場合、その社名 

○○ ○○ ○○株式会社 代表取締役社長  
□□ □□ ○○株式会社 取締役 △△株式会社 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 
（２）株主等一覧表                 （令和  ３年  ７月  １日現在） 

主な株主又

は出資者 

株主名又は出資者名 所在地 大企業 出資比率(％) 
① ○○株式会社 東京都・・・ 【  】 ２０％ 
② □□株式会社 大阪府・・・ 【  】  ５％ 
③ △△株式会社 京都府・・・ 【○ 】  ５％ 
④ ・・・ ・・・ 【  】 ％ 
⑤ ・・・ ・・・ 【  】 ％ 
⑥   【  】 ％ 
⑦   【  】 ％ 
⑧   【  】 ％ 
⑨   【  】 ％ 
⑩   【  】 ％ 
 ほか      人 ％ 

※1 役員等名簿については、氏名漢字(全角、姓と名の間も全角で1マス空け)、会社名及び役職名を記

載してください。また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該ア

ルファベットのカナ読みを記載してください。 
※2 役員等名簿には、申請者、参画補助事業者の役員等を記載してください。 
※3 株主等一覧表は、申請者、参画補助事業者それぞれについて作成してください。 



(別紙4) 

 

事業実施に際しての確認票 

1．回答方法 

  ○本シートは、補助事業計画書の提出日現在の状況でお答えください。 

  ○回答は、それぞれの項目について、該当するものに、「✓」を記載してください。 

  

2．調査項目 

チェック欄 項 目 

✓ 公募要領Ｐ.5の「2.補助対象者」について要件を満たしている。 

✓ 

（公募要領Ｐ.5の「2.補助対象者」の「①中小企業基本法第2条に規定する中小企業者又はその連携体」であ

る場合のみチェック） 

・公募要領Ｐ.6の「2.補助対象者」（※1）の「みなし大企業」について、該当しない。 

・資本金又は出資金が５億円以上の法人に直接又は間接に100％の株式を保有されていないこと。 

・確定している（申告済みの）直近過去３年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超え

ていないこと。 

●どちらかに「✓」を記載してください。 

✓過去３年の課税所得額はいずれも１５億円以下である。 

☐過去３年のうち課税所得は１５億円超の年がある。 

（参考までに過去３年間の課税所得額を記載してください。） 

課税所得額 （前 年） 〇億円 

（２年前） 〇億円 

（３年前） 〇億円 

✓ 

複数者による共同での応募を行なう場合、下記について確認する。 

・ 連携体を構成する全員が海外販路開拓を目指している。 

・ 代表補助事業者は、申請の前に、あらかじめ、事業の共同実施に関する規約を、任意の様式にて連携す

る全ての参画補助事業者との連名で制定し、その写しを提出する。 

・ 規約には、最低限、①規約の構成員・目的、②実施業務の予定、③費用負担の方法、④補助金の交付先

（補助金は一括して代表補助事業者に交付されることを了承する旨）、⑤共同利用する財産の管理方

法、が定められている。その他、連携体間で事前に協議が必要な事項については、当該連携体の当事者

間で取り決めが行なわれている。 

・ 代表補助事業者は各経済産業局から一括して補助金の支払いを受ける。 

・ 代表補助事業者は、各経済産業局との補助経費に関する手続を一括して担う。 



✓ 

本事業の制度を理解しているか。 

・ １年目・２年目は補助率2／3、３年目は補助率1／2、上限額は５００万円（複数者による連携体での共

同での応募の場合は、1社ごとに500万円上限額を嵩上げし、最大4社で2，000万円までの上限額となりま

す。5社以上の連携の場合であっても上限額2，000万円は変わりません。）。 

・ 将来的な海外販路開拓を目指す場合、国内販路開拓に係る経費は補助率1／2。 

✓ 支援パートナーとコンタクトをとったうえで、本補助金の資料を作成している。 

 
令和３年７月１日 
 

代表補助事業者：○○株式会社 ○○県○○市○○町○―○―○ 
代表取締役○○ ○○ 

 
 

参画補助申請者：△△株式会社 △△県△△市△△町△―△―△ 
代表取締役△△ △△ 

 
参画補助申請者：□□株式会社 □□県□□市□□町□―□―□ 

代表取締役□□ □□ 
 

  



業務協定書（案） 
 
株式会社○○（以下「甲」という）と、株式会社△△（以下「乙１」という），株式会社□□（以下

「乙２」という），・・・・・・・・・・とは、次のとおり業務協定を締結する。 
 
第１条（目的） 

本協定は、甲乙１～○相互がＪＡＰＡＮブランド育成支援等事業により交付を受けた補助金（以下、

本補助金）を利用して行う共同事業（以下「本補助事業」という）を円滑に実施するために、甲およ

び乙１～○が協力して事業推進することを目的とする。 
 
第２条（業務の範囲） 
本協定により提携する業務の範囲は、甲および乙１～○が、共同または協力して行う本補助事業の

範囲とする。 
 
第３条（業務の役割分担） 

甲および乙１～○は、補助金手続きを代表して行う代表補助申請者を事前に株式会社○○と決定す

る。 
また、経費の支払いは（代表事業者が一括）もしくは（甲、乙それぞれが役割に応じて）支払いを

行うこととし、役割分担についても事前に決定する。 
ただし、本補助金の請求は代表補助申請者が一括して行なうこととし、支払も代表補助申請者が一

括して受けることとする。 
・甲の役割： 
・乙の役割： 
 
第４条（補助金によって取得した財産について） 

甲、乙は本補助金によって取得した財産を、善良な意志を持って管理するとともに本補助事業以外

に利用しないものとする。 
・甲が管理する財産： 
・乙が管理する財産： 
 
第５条（紛争対応） 

甲および乙が、本補助事業の実施に起因して第三者の財産および身体に損害を及ぼし、または及ぼ

す可能性が生じた場合、相互にすみやかに連絡し、適切に処理解決しなければならない。 
２ 甲および乙は、前項の損害につき紛争が発生した場合、その処理解決に協力するものとし、これ

ら処理解決に要した費用の分担は甲乙協議して定める。 
 
第６条（個人情報保護） 
甲および乙は、相手方の個人情報を厳重に管理し、これを外部に漏洩させてはならない。 

２ 甲および乙は、相手方の個人情報を委託先等に配布する際は、事前に相手方の承諾を得なければ

ならない。 
 

事業の共同実施に関する規約例 
規約の構成員・目的 

費用負担の方法、補助金の交付先 

共同利用する財産の管理方法 

実施業務の予定 



第７条（秘密保持） 
甲および乙は、本協定に関連して知りえた他の当事者の技術上・経営上の一切の秘密を、他の当事

者の書面による承諾がない限り、第三者に漏洩または開示してはならない。ただし、以下のものはこ

の限りでない。 
①他の当事者から知得する以前にすでに所有していたもの 
②他の当事者から知得する以前にすでに公知のもの 
③他の当事者から知得した後に、自己の責によらない事由により公知とされたもの 
④正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務をともなわずに知得したもの 
２ 前項の規定は、本協定終了後も 10 年間存続する。 
 
第８条（有効期間） 

本協定の有効期間は、令和●年●月●日から令和●年●月●日までとする。 
２  ただし、事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）の日の属する年度の終了後５年間、帳

簿及び証拠書類を共同して保管するとともに、会計検査院もしくは経済産業局の要求があったときは、

いつでも閲覧に供するものとする。 
 
第９条（協議） 

本協定に定めのない事項、または本協定の条項の解釈に関して疑義が生じたときは、甲乙誠意をも

って協議のうえ、これを決定する。 
 
第 10 条（合意管轄） 
甲および乙は、本協定に関して紛争が生じた場合には、甲の住所地を管轄する裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とすることに合意する。 
 
 
以上、本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 
●年●月●日 

 
甲 （住 所） ●●● 

（名 称） 株式会社●●● 
代表取締役 ●●● 

 
乙 （住 所） ●●● 

（名 称） 株式会社●●● 
代表取締役 ●●● 

  



 
 
 
 
 

他の補助金への申請状況が「申請している」の場合、記載してください 
※参画補助事業者を含む 
記載例：○○補助金（中小企業庁） 
    □□補助金（農林水産省）（参画補助事業者 △△株式会社） 

過去の補助事業の採択実績が「採択されている」の場合、記載してく
ださい 
※参画補助事業者を含まない 
記載例：ＪＡＰＡＮブランド育成支援等事業（Ｒ２）（中小企業庁） 
     交付決定額：5,000,000円 確定額：4,500,000円 

非課税事業者等の区別が「非課税事業者等に該当する」の場合、該当
する区分を選択してください 

地域産業資源活用促進法又は農商工等連携促進法に基づく認定計画が「認定計画がある」の場合、 
認定年月日、認定を受けた計画の種別、実施体制、事業概要を記載してください 



 
 
 

本事業に関連するふるさと名物応援宣言が「宣言がある」場合、 
宣言を行った地方公共団体、活用する地域産業資源、宣言概要を記載してください 

代表補助事業者及び参画補助事業者のいずれかが地域未来牽引企業に選定されている場合、「選定されてい
る」を選択してください 
 
地域未来牽引企業としての「目標」を経済産業省に提出している場合のみ、審査時において加点となります 

地域団体商標の活用が「活用している」の場合、 
権利名、登録番号、権利者との関係（例：本人（○○組合）、組合員（株式会社○○）） 


